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中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会

会長　小菅千恵子

石綿健康被害救済基金の治療研究支援の活用に関する要望

1　政府の方針

　2022年12月13日、岸田文雄内閣総理大臣は辻元清美参議院議員が提出した「石綿健康被害救済

基金の治療研究への活用に関する質問」に対する答弁において「「アスベスト被害によって発生した病

気を治すこと」は重要であると考えている」と答弁しました。

　あわせて、「今後についても、必要に応じた支援を進めてまいりたい」、「引き続き、関係省庁で連携し

つつ必要な支援を進めていく考えである」との答弁もされました。

2　前回小委員会での委員の意見

　救済基金の活用に関して、次のような意見がありました。

（細川委員）

「今回の小委員会に関して、提言、もしくは決議、それから答申でもいいんですけども、やっぱり患者

様、それから家族の会から、こういう話があったよという言葉はぜひ入れていただきたい」

（大林委員）

「薬剤を使うとか、あるいは新薬を開発するっていうのは、遺伝子が大変重要な情報になります」

（大塚委員）

「第1回目のときに、研究開発に充てていただくことが望ましいという話をしまして、今でもそう思ってま

す」

「最終的には国会が決めることになりますので、法改正をすれば研究開発のほうに充てるということも

不可能ではない」

「将来的な道というのはさらにご検討いただければありがたい」

（岩村委員）

「治療・研究の推進、これがまあ重要であるという認識はですね、委員の皆様の間で共有できたかと思

います。今日の資料の3にも記載があります通り、この制度以外の方法についてですね、費用負担のあ

り方も含めて、別途議論する必要が、議論を進める必要があるのかなというふうに考えてございます。

環境省におかれましてではですね、治療・研究を所管する厚生労働省ともご連携されて対応をですね、

ご検討いただければというふうに考えてございます」

　

（中澤委員）
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「何か、ちょっと制度を変更するとか、何か変えることが可能であるならば、検討をすることもあり得ると

思いますし、今、お話を伺っていてちょっと思ったんですけども、基金の性格から考えると、基金の外で

考えるほうが、より研究開発に資することができるのであるならば、そういう可能性があるのならば、そ

ういうことを検討するということも必要なのではないかなというふうに考えます」

（岸本委員）

「中皮腫に対する国の研究費を新たに設立して、それでやっていけばいいのではないかなというふうに

思います」

（浅野委員）

「治療研究の重要性については異論がありませんので、これについてとにかく必要な検討をちゃんとし

なきゃいけないということは今回も変わらなかったと思います。次回またこれについて議論をし、全体の

取りまとめの段階ではですね、どういう形でこれをやればいいかということについては再度、整理をして

いく必要があるかとは思いますが、とりあえず今日の段階までではですね、前回、私が取りまとめて申

し上げましたことを繰り返すことになりますけれども、治療研究の重要性については異論が無いと。です

から、それについての検討を、更に次回の、調査研究と論点のところでも詳しくしていく必要があるだろ

うということは間違い無いかと思います」

3　これまでの議論を踏まえた考え方

　大塚委員の意見にもあるように、治療研究の推進に関しては基金の活用をすべきです。しかし、中澤

委員が指摘されたように、「基金の外で考えるほうが、より研究開発に資することができるのであるなら

ば」、その考えを排除する必要はありません。岸本委員の指摘したように、研究費の新たな設立もその

一つの選択肢であると考えます。

　政府答弁を踏まえて具体的な施策の検討を厚労省とどのように検討していくのか示していただく必要

があります。「言いっぱなし」「厚労省に丸投げ」で、責任は負わないという形では委員会の役割を放棄

しているに等しく、議論をしてきた意味がありません。

4　中皮腫登録制度の充実

　前回のヒアリングで兵庫医科大学付属病院の長谷川医師から指摘のあった、治療研究に資する中皮

腫登録制度が確立していないという状況は深刻です。

　過去の小委員会二次答申では治療研究に資することも含めて提言されたもので、それが具体的に実

施されていないのは、不作為としか言えません。

　環境省のホームページにも、中皮腫登録の目的として、「個々の医学的判定の結果等を整理・集積・

データベース化し、診断や治療が容易でない中皮腫について、全国的に中皮腫患者の情報を解析する

ことで、中皮腫の治療法や診断精度の向上、中皮腫の発症動向の把握及び推計への活用するため」と

ありますが、現行の中皮腫登録制度が目的にある治療法の向上へ役立っていないことは明らかです。

例えば、前回、大林委員から指摘のあったゲノム検査で得られる情報を集積することは必須です。時代

の変化を踏まえて、目的と方法を根本的に改める必要があります。
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　長谷川医師をはじめ、日本肺癌学会、日本石綿・中皮腫学会、国立がん研究センターなどの関係者と

の協議を早急に始めることが求められます。私たちはいつでもこれら関係者に協力をお願いできる準備

があります。

参考：石綿健康被害救済制度の在り方について（二次答申） 「今後の石綿健康被害救済制度の在り方

について」2011年

「診断や治療が容易でない中皮腫については、情報を集約し、治療法などに応じた予後の分析を行うこ

とは治療法の向上を図るため重要である。このため、中皮腫についてもがん登録制度を参考にしつつ、

救済制度の中で機構に集まる治療内容や生存期間の情報を活用しながら調査研究を行い、その結果

を広く認定患者や、医療機関に対し、情報提供することについて検討すべきである。 この他、肺がんに

比べて著しく予後が悪く新たな治療方法がない中皮腫に対する日本発の新たな治療法の開発や早期

発見、早期診断のための研究について、関係府省等とも連携しながらその推進に向けて努力すべきで

ある」。
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制度運用・周知に関する要望

1　がん対策基本法を無視したアスベスト健康被害に関わる周知の現状

　環境省、厚生労働省はそれぞれ、ホームページや印刷物の配布等で石綿健康被害に関わる諸制度

に関して周知を実施しています。しかし、当会など民間の患者等支援団体の情報を一切発信していま

せん。

　がん対策基本法第22条では、「国及び地方公共団体は、民間の団体が行うがん患者の支援に関す

る活動、がん患者の団体が行う情報交換等の活動等を支援するため、情報提供その他の必要な施策

を講ずるものとする」と定められています。これに基づき、東京都をはじめとする地方自治体では「がん

患者団体・支援団体」として紹介等をしていただいています。法律には地方公共団体だけではなく、国も

必要な施策を講ずるとされています。それにも関わらず、環境省も厚生労働省も「がん患者団体・支援

団体」を全く周知していない現状は早急に改めるべきです。

　第３回委員会で大林委員から提案のあった石綿ばく露の調査も、現実的に医師だけに委ねることは

難しく、調査能力に長けた民間団体との協力によって早期の救済にも結びつける必要があります。

　具体的には以下の取り組みをすべきです。

①環境省、環境再生保全機構、厚生労働省のホームページに、アスベスト健康被害に関わる「がん患

者団体・支援団体」として、当会やNPO法人中皮腫サポートキャラバン隊、NPO法人肺がん患者の会

ワンステップを案内する。

②環境再生保全機構への申請者に対して上記団体を案内する。また、ホームページ等でも周知する。

③各労働基準監督署への請求者に対して上記団体を案内する。また、ホームページ等でも周知する。

2　「労災時効救済制度」の周知の不徹底

　2022年10月末から11月上旬にかけて、環境省とERCA（独立行政法人環境再生保全機構）から「石

綿健康被害救済制度で認定された方やそのご家族の皆様へ」との案内が送付され、「建設アスベスト

給付金制度」の案内がなされています。

　一方で、2022年6月に延長された「労災時効救済制度」に関する周知はまったくされていません。延長

に先立って厚生労働省は死亡届をもとに中皮腫死亡遺族を対象に個別周知を実施したとしていました

が、関東甲信越地区の400名程度の限られた遺族にしか周知を実施していませんでした。
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　本来的には、先日の周知事業の際に同時的に実施すべきもので、私どもも5月の段階で提案していま

した。石綿健康被害救済基金の財源にも影響（労災時効救済制度で認定されれば既給付が基金へ返

還される）する時効救済制度を早急に周知すべきです。

参考：石綿による健康被害の救済に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議

　2022年6月10日の第208回国会参議院環境委員会で「石綿による健康被害の救済に関する法律の

一部を改正する法律案」が審議・可決され、「石綿による健康被害の救済に関する法律の一部を改正

する法律案に対する附帯決議案」が全会一致で決議されました。法律案は6月13日に参議院本会議で

可決・成立しています。本委員会でも付帯決議を踏まえた検討を進めていくことが求められます。

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

一、石綿による健康被害に対する隙間のない救済の実現に向け、石綿による健康被害の救済に関す

る法律に基づく救済措置の内容について、改めて効果的な広報を行い周知の徹底に努めること。また、

本法に基づく特別遺族弔慰金等の支給の請求期限の延長及び特別遺族給付金の対象者の拡大に

よって対象となると見込まれる者に対しては、丁寧な情報提供を行うこと。

３　死亡小票の活用を含めた周知・救済の徹底

　一部の法務局では保管されている死亡診断書が５年で廃棄され、中皮腫や肺がんなどのアスベスト

関連疾患が疑われる場合であっても客観的な死因情報が得られず、申請・請求ができない遺族がいま

す。死亡小票や厚生労働省が人口動態統計で保存する電子データを新たな周知の実施や認定業務に

活用し、「すき間のない救済」を徹底すべきです。そのための具体的な検討に入る時期に来ています。

「すき間のない周知」を厚生労働省・環境省が連携して実施していくことが求められます。
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健康管理に関する要望

1　恒久的な健康管理制度の構築

　新法ないし現行法改正によって石綿ばく露者の健康管理について明確な位置づけをすべきです。

　神戸市の対象者範囲にならい、「石綿ばく露について不安のある者」を全て対象とし、胸部X線検査、

CT検査を石綿管理手帳の指定医療機関と連携して実施して石綿関連疾患所見ありと判定された者、

または相対的にリスクが高いと考えられるばく露者に厚生労働省発行の石綿健康管理手帳に準じた手

帳を発行することが望まれます。手帳発行者の所見やばく露情報を環境再生保全機構で一元管理し、

定期的な制度見直しに活用してください。申請にあたっては石綿健康被害救済制度の取り扱いと同様

に地方環境事務所や保健所を申請窓口として運用してください。
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